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トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 

 

 





令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                        健康政策課（内線：７１５３） 
３目 予防費                                （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

医療環境整備等事業 
1,389,735 5,643,960 7,033,695 4,643,960   1,000,000 

 

トータルコスト 1,390,522 5,644,747 7,035,269 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務等 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人 

工程表の政策目標(指標)  － 
事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症対策を目的として、医療機関等の施設・設備整備に対する補助や医療従事者、

障がい者・高齢者施設の従事者に必要な支援を行うことにより、県内医療体制等のさらなる充実を図る。 

 

２ 主な事業内容 

                                  （単位：千円） 

細事業名 内   容 予算額 

医療機関の施設整備に

対する補助 

入院患者への治療、疑い例を診察する医療提供体制を充実させるため、

医療機関が新型コロナウイルス対策として設備整備を行う場合に補助

する。（人工呼吸器17台、簡易陰圧装置3台、フィルター付空気清浄機

1台、フィルター付パーテーション8台、個人防護具、簡易ベッド6台

等） 

・補助率：国10/10 

113,989 

【新規】医療機関でのＰ

ＣＲ検査機器等整備 

検査体制を強化するため、医療機関がＰＣＲ検査機器等を導入する経費

に対して補助する。（10医療機関、12台） 

・対象機関：感染症指定医療機関、入院協力医療機関 

・対象設備：ＰＣＲ検査機及び一体的に使用する国庫補助対象備品 

・補助上限額：１台当たり15,000千円 

・補助率：国10/10 

124,460 

【新規】新型コロナウイ

ルス患者受け入れに伴

う施設整備 

医療機関が新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療や診察・検査等

を行うにあたり、院内感染防止のため施設整備を行う場合に補助する。 

・補助対象：4月以降に完了した施設整備 

・補助上限額：基準単価×15㎡×対象病床数 

・補助率：県10/10 
※県負担分に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 

構造別 種別 基準単価（円） 

鉄筋コンクリート 新築、増設 215,300 

改築 210,700 

ブロック 新築、増設 188,000 

改築 183,200 
 

55,511 

【新規】医療従事者等支

援・医療体制充実等 

医療従事者、介護・障がい者福祉の従事者や医療機関に対する支援やそ

の他医療体制の充実等に要する経費 5,350,000 

合     計 5,643,960 
 

 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                        健康政策課（内線：７１５３） 
３目 予防費                                （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新型コロナウイ

ルス感染症戦略的サ

ーベイランス実施事

業 

0 10,000 10,000 10,000    

 

トータルコスト 0 10,787 10,787 （補正に係る主な業務内容） 
委託契約事務等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標)  － 
事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症の第２波を素早く探知し、リスク評価や対策立案できるよう戦略的なサーベイ

ランス（調査監視）を実施する。 

※サーベイランス：感染症の発生動向を持続的に監視し、調査・分析すること 

 

２ 主な事業内容 

（１）専門機関による新型コロナウイルス感染症発生動向の調査 

【調査内容】 

・県内PCR検査体制の強化により大幅に増加する検査情報を医療機関等から集約する体制を構築する。 

・県内の情報に加え、世界、日本全国の情報を集積し、専門家チーム（仮）が評価を行うための基礎資料

を作成する。 ※専門家チーム：大学教授、専門医療機関の医師、保健所長等で構成 

 

（２）専門家チーム（仮）によるデータの分析、リスク評価等 

 

 

 

 

 
 

 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  障 がい 福祉課 （ 内線 ： ７１９３ ）
　　12目　障がい者自立支援事業費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）障がい
者等日常生活
支援事業

0 145,100 145,100  145,100

 トータルコスト 0 145,887 145,887（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人補助金交付事務、関係機関との調整等
 工程表の政策目標
（指標） －

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的・概要

　就労継続支援事業所の存続支援を通じた障がい者の就労意欲の維持支援や障害者支援施設等における衛生環境

の整備を行うとともに、在宅で過ごす障がい者の生活の質の確保に要する経費を支援する。

 ２　主な事業内容

区分 事業の概要 予算額
（千円）

積算 補助率

生産活動収入が減少している就労継続
支援事業所（A型及びB型）に対して、
生産活動の存続を下支えするために必
要な経費を支援する。

51,000102事業所×上限500千円 国10/10(1)事業所生産
活動活性化・工
賃水準確保支援

上記支援によっても生産活動収入が不
足する事業所が工賃を支払う場合、必
要な経費を支援する。

16,500165事業所×上限100千円 定額

(2)施設の衛生
環境整備

障がい者入所施設、生活介護、グルー
プホームなどの、ゾーニングに必要な
カーテン、パーテーション、消毒等に
要する経費を支援する。

75,000〈衛生材料等の調達〉
＠600千円×105施設・事業所
〈クラスター発生時対応機器材の調
達〉
＠3,000千円×4台

県1/3
国2/3

(3)障がい者の
在宅生活充実支
援

県内NPO法人等が、在宅障がい者の健康
維持のため実施するレクリエーション
（体操・創作・ゲーム等）に要する経
費を支援する。

2,600100千円×26団体 県10/10

※県負担分に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当

　　 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  長寿社会課 （ 内線 ： ７８６０ ）
　　４目　老人福祉費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 介護福祉サー
ビス提供体制
確保事業

50,300 107,580 157,880  107,580

 トータルコスト 51,087 108,367 159,454（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人申請書類の審査、交付決定、補助金の支払等
 工程表の政策目標
（指標）

事業内容の説明

 １　事業の目的・概要

　地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用し、都道府県計画に基づき、特別養護老人ホーム等の入所系
施設での新型コロナウイルスの集団感染を防止するため、多床室の個室化等に要する改修整備を促進するための
支援を行う。

 ２　主な事業内容

（１）補助内容
　新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、多床室を空間的に分離し、個室化する改修に要する経費に
対して補助する。

（２）補助対象施設　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の入所系介護施設
（３）補助率　　　　定額補助（補助上限額　1定員あたり978千円）
（４）補助実施主体　都道府県（定員30人以上の広域型施設）
（５）予算額

（単位：千円）
補助対象施設 施設数 単価 定員数 所要額

介護老人保健施設 2
特別養護老人ホーム
（短期入所）

1
978千円／定員 110 107,580

 　

　　 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
３款 民生費 

  ２項 児童福祉費                         家庭支援課（内線：７１４９） 
１目 児童福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）児童福祉施設
等における新型コ
ロナウイルス感染
症対策強化事業  

0 18,076 18,076 18,076    

 

トータルコスト － 18,863 18,863 （補正に係る主な業務内容） 
 補助金交付事務 従事する職員数 － 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  児童養護施設等における新型コロナウイルス感染症対策として、オンライン授業受講のための環境整備に

要する経費や感染者分離のための個室化等の改修に要する経費等を補助する。 

 

２ 主な事業内容 

児童養護施設等において、学校の臨時休校や分散登校に伴い実施されるオンライン授業等の受講のために

必要なパソコンやインターネット環境の整備費用や感染が疑われる者を分離する場合に備え個室化等を行う

ための改修費を補助する。 

また、児童養護施設が新型コロナウイルス入院患者支援事業で子どもの受入れを行う際に必要となる備品

の購入費用について補助する。 

 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

４月補正予算において児童養護施設等で使用する消毒機器の購入助成制度や保護者が新型コロナウイルス

に感染して監護が不可能となる子どもを一時保護する体制を構築したところである。 

新型コロナウイルスの影響の長期化に備え、引き続き、社会的養育が必要な子どもに対する支援の体制強

化を図る。 

 

 

 

 

区 分 内  容 補正額 実施主体 財源 

オンライン授業等

に向けた環境整備 

インターネット環境の整備費用及びパ

ソコン・タブレット等の購入費 

14,076 児童養護施設、

母子生活支援

施設、里親等 

国10/10 

施設の個室化 個室化に要する改修費（パーテーション

の設置や居室の賃借、空調・換気設備の

改修等を含む。）等 

3,000 

一時保護児童の

受入体制の整備 

新型コロナウイルス入院患者支援事業

で子どもの受け入れを行う民間の児童

福祉施設において、事業実施で必要とな

る備品の購入費 

1,000 児童養護施設 県10/10 

(地方創生

臨 時 交 付

金充当) 

合   計 18,076   

（単位：千円） 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  長寿社会課 （ 内線 ： ７８６０ ）
　　４目　老人福祉費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
対策オンライ
ン面会支援事
業

0 43,300 43,300  43,300

 トータルコスト 0 44,087 44,087（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人　申請書類の審査、交付決定、補助金の支払等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的・概要

　面会制限を行っている医療機関、障がい者・高齢者施設において、新型コロナウイルスの感染拡大防止のリス
クを回避しながら、入所者等と家族が安心してコミュニケーションがとれる環境を整え、入所者等の孤立を防ぐ
ため、オンライン面会の実施に必要な機器整備を支援する。

 ２　主な事業内容

　次の対象施設が行うタブレット端末等の機器整備に要する経費に対して支援する。

（１）対象施設　医療機関、障がい者施設、高齢者施設

　　　　　　　　※市町村立病院については当該市町村に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が交付される

                    ため対象外。

（２）対象経費
　　タブレット型端末、Ｗｉ-Ｆｉルーター等オンライン面会を実施するために必要な機器整備に要する経費

（３）補助率　県10／10　（上限：10万円／施設）

　　　 　　　　　※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当

【オンライン面会】

　・オンライン面会は、テレビ電話システム、Ｗｅｂアプリのビデオ通話機能等のインターネットを利用した入
居者と家族等の面会方式。

　・テレビ電話システム、Ｗｅｂアプリのビデオ通話機能等を用いるため、これらが使用できるハード端末（パ
ソコン、タブレット、スマートフォン等）、インターネット通信環境の準備が必要となる。

　・この手法は、施設へ出向く必要がないため、家族が遠方にいる場合であっても、気軽に面会が可能となる。

　　

 　

　　 



 

令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

１項 公衆衛生費                    くらしの安心推進課（内線：７８７７） 

３目 予防費                                  （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
（新）ペット一時預かり体

制整備事業 0 4,500 4,500 4,500    
 
 

トータルコスト 0 5,287 5,287 
（補正に係る主な業務内容） 
ペット一時預かりに係る事務等 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標(指標) ― 

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染者が入院又は宿泊療養することとなった際に、ペットの預け先を確保で

きなかった場合に備え、一時的に預けられる体制を整える。 

 

２ 主な事業内容   

                                     （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

ペット一時

預かり体制

整備委託 

預け先が見つからないペットを、県が指定する動物病院で一時的

に預かる。 

〇対象動物  犬又は猫 

〇預かり場所 指定の動物病院（東・中・西部各１か所） 

〇預かり期間 

２週間を基本とし、飼い主の療養状況に応じて期間を短縮もしく

は延長する。 

 
※委託料には動物病院における個人防護衣等の必要経費を含む。 

  治療が必要な場合、治療費は自己負担とする。 

 

4,500 

 

 

＜参考＞ 

「新型コロナウイルス感染者の飼養するペットの預かり等の相談への対応について」 

（令和２年４月１７日付環境省事務連絡） 

 

【都道府県等への依頼事項】 

１ 感染者が飼養するペットの預かり等について円滑に相談することができるよう、動物愛護管理

担当部局や地方獣医師会等、相談対応窓口の明確化について検討すること。 

２ 民間での預かり支援や預かり施設への輸送の支援等を行うペットホテルや動物病院等につい

て、地域実態の把握に努めること。 

３ 各自治体の実情に応じて、動物愛護管理センター等の自治体の所有する施設での受入可能性に

ついて検討すること。 

４ 預かりに係る相談に対しては、適切な情報提供に努めること。 

 

 



 

令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    くらしの安心推進課（内線：７１８５） 

３目 環境衛生連絡調整費                            （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
新型コロナウイルス感染

症対策事業（軽症者等宿泊

療養運営事業） 
299,436 100,000 399,436 100,000    

 
 

トータルコスト 300,223 100,787 401,010 
（補正に係る主な業務内容） 
民間宿泊施設等借上げに係る事務等 

従事する職員数 0.1 人 0.1 人 0.2 人 

工程表の政策目標(指標) ― 

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

今後の新型コロナウイルス感染症患者の拡大に備え、無症状の方や軽症者の療養を行えるよう宿

泊療養施設の更なる確保を進める。 

 

２ 主な事業内容 

民間宿泊施設の借上げに要する経費（300 室程度） 

 

厚生労働省の示す数式による推計では、感染者が大幅に増えた時に必要な病床数の目安は 1,000 床

程度であり、病院の病床 300 床のほか、既に令和２年５月に民間宿泊施設と協定を締結し 400 室を確

保している。今回、ピーク時に備え 300 室を追加で確保する。 

 

 

 

＜参考＞ 

「新型コロナウイルスの患者数が大幅に増えたときに備えた医療提供体制等の検討について」 

（令和２年３月６日付事務連絡） 

 

新型コロナウイルス感染症患者について、「国内での館患者数が大幅に増えたときに備えた医療提供

体制の確保について」を基に、ピーク時の外来受診患者数、入院治療が必要な患者数、重症者数を計算

し、医療需要の目安とする。 

 

 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  商工政策課 （ 内線 ： ７２１３ ）
　　１目　商業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
克服再スター
ト事業

0 300,000 300,000  300,000

 トータルコスト 0 323,610 323,610（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 3.0人 3.0人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、経営上の影響を大きく受けた県内事業者に対し、家賃等固

定費など負担軽減のほか、今後の事業継続等に向けた取組を支援し、県内経済の早期回復と発展を図る。

 ２　主な事業内容

（応援金）１００千円／事業者

　　　　　　　※県内に複数店舗を経営する事業者は、店舗数に拘わらず２００千円を上限とする

（事業費）３００，０００千円

　　　　　　　※別途、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費より３００，０００千円対応。

【新型コロナウイルス克服再スタート応援金】

対象者

　県内中小企業等（個人事業者を含む）

　　※飲食業、宿泊業、観光業、小売業、運輸業、健康・美容サービス業など経営上の

　　　影響を受けた業種を幅広く対象とする

交付要件

　以下のいずれにも該当する事業者

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出自粛等の影響により、売上が３０％以上減少
　している事業者であること
・新型コロナウイルスの影響に伴い雇用を維持する計画を有する事業者であること
・新しい生活様式のガイドライン対応など、新型コロナウイルス感染症からの回復後を見
　据えた事業継続を目指す事業者であること

交付額 　１００千円（複数店舗を経営する事業者は２００千円／事業者）

      ※同応援金は、以下の使途など、事業継続を下支えし、事業全般に幅広く活用できるものとして交付。
　　　・家賃、光熱費等の固定費、人件費
　　　・事業継続に向けた各種取り組みに要する経費（人材育成等の研修実施、新しい生活様式を取り入れる
　　　　ために必要な経費　等）
　　　・新たな事業展開に向けた各種取り組みに要する経費（新業態導入のための物品購入に必要な経費、商
　　　　品・メニュー等のＰＲ経費）　　　　など

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、全国的な行動自粛に伴う消費減退等によって、宿泊業や飲食
　　業、観光業、小売業などのほか、運輸、食品製造事業者、健康・美容サービス業など幅広い業種に亘り、
　　経営上の影響が及んでいる。



令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  企業支援課 （ 内線 ： ７２１７ ）
　　２目　商業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）地域で
頑張るお店応
援事業

0 50,000 50,000  50,000

 トータルコスト 0 57,870 57,870（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 1.0人 1.0人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　地域の企業や個人事業者等で構成される団体・グループ等、複数の事業者が連携して行う地域の盛り上げや需
要喚起に繋がる取組みを応援し、新型コロナウイルス感染症拡大により損なわれた地域活力の回復を図る。

 ２　主な事業内容

事業実施主体 複数の法人、個人事業者等により構成されるグループ

対象事業 複数の事業者が連携して行う地域の活性化や需要喚起を目的とする事業

【例】

プレミアム商品券の発行 

来訪者が広く参加できるイベント・キャンペーン等 

地域で使えるクーポン券の発行 

ドライブスルーでの商品販売フェア　など 

補助額 上限額１社２０万円×参加事業者数（１申請数上限2,000千円）、補助率３／４

 ３　予算額

　　 50,000千円
※別途、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費より100,000千円対応。

 ４　これまでの取組状況、改善点

　　
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、来訪者が減少するなど地域の商店等に経済的影響が生じており、運

輸業者による飲食店のデリバリー代行など、異業種・複数事業者間で協力してこうした危機的状況を克服する取

組みが生まれ始めている。





 

令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    くらしの安心推進課（内線：７２８４） 

３目 環境衛生連絡調整費                            （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
（新）新型コロナウイルス

感染拡大予防対策推進事

業 
0 100,000 100,000 100,000    

 
 

トータルコスト 0 100,787 100,787 
（補正に係る主な業務内容） 
補助金事務等 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標(指標) ― 

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスへの感染予防を図りながら事業を継続していくため、鳥取型「新しい生活様

式」版新型コロナウイルス感染拡大予防対策例（県版ガイドライン）や各業界のガイドラインを基に

予防対策に取り組む店舗や事業者に対し、それに係る経費を支援する。また、取組を実践する店舗等

を登録するほか、認証制度を設ける。 

 

２ 主な事業内容  

 

区 分 内 容 

協賛店の登録 県版ガイドラインや各業界のガイドラインを基に、感染予防対策に取り組

む店舗・事業者を「新型コロナウイルス感染予防対策協賛店」として登録

する。 

新型コロナウイル

ス感染拡大予防対

策推進事業補助金 

感染予防対策に必要な経費を助成する。 

○対象店舗・事業者 

 飲食店、宿泊施設、観光関係事業者、その他緊急事態宣言が発動された

ことに伴い売上が急減した接客を伴う営業店舗（生活衛生業、製造業、

小売業、サービス業など） 

○補助対象経費 

 衛生物品購入費（マスク、フェイスシールド、アルコール消毒液等）、

換気扇設置費（点検・クリーニング代含む）、アクリル板等パーテーシ

ョン設置費、非接触型体温計等購入費、キャッシュレス決済導入費、そ

の他施設の感染予防対策に必要と認められる経費 

○補助額 １施設 上限 20 万円 

（複数店舗を有する事業者は店舗数に関わらず上限 40万円） 

○補助率 9/10 

認証制度 「新型コロナウイルス感染拡大予防対策認証制度」を設け、高度な感染予

防対策に取り組む店舗・事業者に対して、認定証を交付する。 

  

※別途、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費より 90,000 千円対応。 

 





令和２年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 ３項 観光費                         観光戦略課（内線：７２１８） 
    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）段階的な観光需
要回復事業 

0 250,000 250,000 250,000     

トータルコスト 0 257,870 257,870 （補正に係る主な業務内容） 
観光需要の回復に向けた取組 従事する職員数 0人 1.0人 1.0人 

工程表の政策目標(指標) 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信 

事業内容の説明      【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】
  
１ 事業の目的・概要 
  新型コロナウイルスにより観光面でも大きな影響を受けており、県内の観光産業は非常に厳し
い状況になっている。 

  こうした中、全国の状況も勘案しながら、県内の観光需要を喚起するための取組を段階的に実
施し、観光の需要回復に向けて取り組んでいく。 

 
２ 主な事業内容 
○観光需要の回復に向けた取組の実施 

   新型コロナウイルスの収束を見据えた地元の受入態勢整備や旅行商品造成に向けた取組に
対して支援を行うとともに、県内の観光需要を回復させるための取組を段階的に実施する。 

区分 内容 予算額 

地元の受入態勢整備
や旅行商品造成に向
けた取組 

・県内の観光団体等が実施する受入環境整備の取組
に対する支援 

・旅行商品造成や観光資源の磨き上げ 

100,000 
千円 

 

県内観光の需要回復
のための取組 

全国の状況も勘案しながら県内観光の需要回復を図
るための取組を段階的に進めていく。 
・県民の県内観光の促進 
・近県等と連携した取組の実施 
・県外からの観光誘客 

150,000 
千円 

 

 
３ これまでの取組状況、改善点 

観光需要の回復に向け、県民による県内観光地の応援や盛り上げ、魅力発信のための取組を実
施している。（観光誘客Ｖ字回復事業（４月補正）） 

  ・「＃WeLove鳥取キャンペーン（5／16～31）」 
県民のおすすめ観光地や飲食店を撮影し、紹介や応援メッセージを投稿いただき、抽選で

宿泊券等をプレゼントする。 
  ・「＃WeLove鳥取キャンペーンPart２（6／6～30）」 

県民の皆さんが県内の宿泊施設や観光施設、体験型観光メニューを利用される場合の経費
を一部支援する。合わせて県内の観光地の魅力を、ＳＮＳ等を通じて発信していただく。 
補助率：１／２（補助金の上限：3,000円／１人／１回） 

 （参考：外出自粛の段階的緩和の目安（国通知抜粋）） 

時期 外出自粛（観光） 

５月２５日～ △ 観光振興は県内で徐々に、人との間隔は確保 

６月１９日～ 
  観光振興は県をまたぐものも含めて徐々に。人との間 
△ 隔は確保 

※Go Toキャンペーンによる支援（７月下旬～） 

【移行期間後】感染状況を
見つつ、８月１日を目途 

○  Go Toキャンペーンによる支援 
 

 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  ふるさと 人口政策課 （ 内線 ： ７１２８ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）つなが
る！関係人口
応援事業

0 22,500 22,500  22,500

 トータルコスト 0 30,370 30,370（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 1.0人 1.0人委託契約の締結、委託業者との調整、制度PR、関係機関との調整

 工程表の政策目標
（指標）

観光以上、定住未満の繋がりで、地域や地域の人々と多様に関わる「関係人口」を増やしていくことで、地域
活性化を図るとともに将来的な移住者増に繋がることを狙っていく。

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスの影響により交流や帰省の機会が減少している大学生等に対し、本県ゆかりの品や県内就職
情報等を送付し、情報発信に参加してもらうことで本県とのつながりを強化するとともに、オンラインを活用した
交流会やセミナー等により、新たな関係人口創出を図る。

 ２　主な事業内容

（１）学生等へのつながり強化
（単位：千円）

区分 内容 予算額
ゆかりの品で
学生とつなが
る事業

県内就職や関係人口構築につなげるため、本県ゆかりの品や県内就職情報等を本
県の就活情報等を配信するアプリ「とりふる」に登録する大学生等に送付し、ふ
るさと鳥取県を想起するきっかけとするとともに、ＳＮＳ等で県産品の魅力等を
情報発信してもらうことにより本県とのつながりを強化する。
送付対象の大学生等と本県で活躍する若手社会人、関係人口案内人等をゲストと
したオンライン交流会を開催し、大学生同士の交流促進及び県内就職の魅力発信
を行う。

＜内訳等＞
 　○県産品等　15,000千円

対象者　県内で学ぶ大学生及び県外で学ぶ本県出身の大学生　等
ゆかりの品　県産米、郷土の土産品等　3,000円相当の品×5,000人分

 　○事務手数料、オンライン交流会開催費用　5,000千円

20,000

（２）オンラインを活用した新たな関係人口づくり
（単位：千円）

区分 内容 予算額
（県内受入団体向け）
オンライン関係人口形成
支援事業

県外からの人の受入れが困難となっている県内の関係人口受入団体等を対
象に、オンラインを活用したバーチャル体験会及び交流会等の開催方法に
関するセミナーを開催する。

1,200

（県外企業向け）
オンラインワーケーショ
ンセミナー開催事業

地方へのサテライトオフィス設置や地方でのリモートワーク等を検討する
企業等を対象に、県内のワーケーション拠点施設の魅力を紹介するオンラ
インセミナーを開催する。

1,300

計 2,500

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 　 若者の県内定着を促進するため、令和２年２月にふるさと鳥取アプリ「とりふる」を制作し学生等への情報発
信を強化してきた。（令和２年５月27日時点の登録者数：2,702人）
　　　当該アプリを利用する学生等に対し、本県ゆかりの品や県内就職情報等を送付し、情報発信に参加してもらう

ことで、学生とのつながりを強化し、県内就職や関係人口構築につなげる。
　　　また、県外からの人の受入れが困難となっている状況を鑑み、オンラインを活用した関係人口拡大を進める。





 

令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     循環型社会推進課（内線：７１９８） 

４目 環境保全費                               （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
（新）新型コロナウイルス

対策リユース容器等活用

支援事業 
0 14,000 14,000 14,000    

 
 

トータルコスト 0 15,574 15,574 
（補正に係る主な業務内容） 
事業説明・補助金事務業務 

従事する職員数 0.0 人 0.2 人 0.2 人 

工程表の政策目標(指標) ― 

【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症まん延予防の取組として、飲食店等では持ち帰り（テイクアウト）が増

加している。テイクアウト用容器を使い捨て容器からリユース容器等の環境配慮容器に切り替える

こと及びリユース容器を貸し出すサービスを行う県内事業者を増やし、飲食店等の事業者が手軽に

リユース容器を利用できる環境を整備することで、プラスチックごみの排出抑制を進める。 
   
２ 主な事業内容 

（単位：千円） 
区 分 内 容 

県補助率 
（上限額） 

予算額 

エコテイクアウト

推進 

テイクアウト用容器にリユース容器や紙や竹製等の

環境配慮容器を導入する事業者を支援する。 

［補助対象経費］リユース容器等の購入費用 

［事業実施主体］事業者(上限 100 千円×100 事業者) 

 

10/10 

（100） 

10,000

リユース容器提供

サービス事業導入

支援 

 新たにリユース容器の貸出しを実施するための環境

整備等を行う事業者を支援する。 

［補助対象経費］リユース容器等の資機材購入費 

［事業実施主体］事業者(上限 2,000 千円×２事業者) 

 

2/3 

（2,000） 

4,000

合 計 14,000

 
３ これまでの取り組み状況・改善点 

 ・使い捨てプラスチック容器等を削減するため、イベントなどにおけるリユース容器の利用促進を図

ってきた。 

 ・一方、県内にはリユース容器の貸出事業者は１者のみで、県民への普及について課題があった。 

 ・今回の新型コロナウイルス禍により、飲食店等でのテイクアウトが増加した一方、使い捨てプラス

チック容器ごみの増大も懸念されることから、リユース容器の利用促進及び、リユース容器を貸し

出す事業者の育成を図る。 
 
 

 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  とっとり 働 き 方改革支援 センター （ 内線 ： ７２２９ ）
　　２目　労働福祉費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）鳥取県
テレワーク等
導入推進事業

0 10,666 10,666  10,666

 トータルコスト 0 12,240 12,240（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人セミナー企画・実施、補助金交付事務
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業概要

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「新しい生活様式」が提唱され、テレワークやオンライン会議等
の導入による新たな働き方・多様な働き方への転換が求められている。しかし、本県において、テレワークの導
入率は全国と比べて低く、また、事業者の中には、どのような業務で導入できるのか、セキュリティや社員の労
務管理をどうすれば良いか、といった“入口付近での不安感”を持つ事業者も少なくない。
　そこで、本事業では、こうしたオンライン、ICTを活用した新しい働き方を促進するための入門セミナーの実施
や、県内中小企業のテレワーク等導入を支援する。

 ２　主な事業内容

（１）「新たな働き方」入門セミナーの実施　
　テレワーク、オンライン会議等の導入に当たって苦労した点及び留意すべき点を伝える入門的位置づけのセミ
ナーを、県内3箇所で実施する。

場所 鳥取、倉吉、米子（3箇所／各会場20名程度）
※新型コロナウイルス感染症の状況によっては、Web上での開催も検討

内容 ・県内企業による活用事例（テレワーク、オンライン会議等）の紹介
・県内IT企業等による導入支援事例の紹介
・県内社会保険労務士によるテレワーク等に係る労務関係規程策定支援の紹介
・関係する支援制度の紹介

予算額 666千円（謝金及び旅費）

（２）テレワーク等導入企業支援補助金
　テレワーク等のオンライン手法活用に関心を持つ県内事業者が、専門家の伴走支援を受けながら実施する業務
の洗い出し、導入対象業務の選定、システムの開発及びテレワーク等の実施を支援する。

補助事業期間 令和2年度内
受託者 テレワーク等の導入を行おうとする県内中小企業者
補助率、上限額 補助率10/10、上限1,000千円
補助対象事業 テレワーク等を導入したい県内中小企業が専門家からの助言・支援を受けて実施する次の

事業
・テレワーク等のオンライン手法が導入できる業務の選定、開発・実施するための業務工
程の見直し
・開発等を行うテレワーク等のシステムの決定
・システムの開発委託及び利用支援

※専門家による支援は訪問／状況に応じてメール等の訪問・対面以外での支援も可とする
※導入に係るハードウェアの支援は本補助金対象外とする（国県の他事業を活用）

予算額 10,000千円（10件相当）

※テレワークとは、ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方を言う。

　　 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  雇用政策課 （ 内線 ： ７２２９ ）
　　１目　労政総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）緊急雇
用対策ささえ
あいマッチン
グ促進事業

0 100,000 100,000  100,000

 トータルコスト 0 101,574 101,574（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　　 県内事業者が新型コロナウイルス感染の防止対策や「新しい生活様式」の定着等に向けた取組に伴う、パート

　 や学生アルバイトの従業員も含めた新たな雇用を行う県内中小企業を支援し、県内求職者の就労促進を図る。

 ２　主な事業内容

　以下のとおり、県内中小企業による新規雇用者の人件費を支援する。

補助対象者 県内中小企業

補助率、上限額 補助率：1/2

上限額：日額3,600円（日額7,200円×1/2）

※補助の対象とする期間は最長６か月とする。

補助対象事業 県立ハローワーク内「ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口」を通じ、ハロー

ワークで求人を募集し、新規雇用を行った事業事業者に対し、その人件費を補助する。

予算額 100,000千円（新規雇用230人相当）

※1日8時間、月20日勤務で6か月雇用した場合：432千円/人

【ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口】

　新型コロナウイルスの影響を受けた求職・相談者への「特別相談対応」を行うとともに、そのような求職者を

積極的に受け入れる企業の求人を「ささえあい求人」として登録する特別相談窓口(令和２年５月２１日設置)。

　　 



令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  鳥取県立鳥取 ハローワーク （ 電話 ：0857-51-0501 ）
　　１目　労政総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
に伴う雇用安
定支援事業

0 30,000 30,000  30,000

 トータルコスト 0 33,935 33,935（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.0人 0.5人 0.5人
企業認定、正規雇用報告書受理、コロナウイルス雇用安定支援金
支給事務

 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響のため、経営不振等による離職者が発生した場合に備え、大量離職を想
定した現行の奨励制度（３０人以上）の対象とならない２９人以下の離職者発生に対応した雇用安定支援制度を
創設する。

 ２　主な事業内容

　新型コロナウイルスの影響により、一事業所当たり５人以上２９人以下の離職者が発生した場合に、離職者を
正規雇用した企業に雇用安定支援金を支給する。

内容

対象
企業

（１）送出企業
新型コロナウイルスの感染拡大の影響によって5 人以上29 人以下の離職者を発生させる。 
 最近 １ か 月間の売上高または生産量などの事業活動を示す指標が前年同期に比べ概ね１０％以上 
急減し、回復の見通しがたたないこと。
業種指定なし 

（２）受入企業
雇用保険の適用事業主であること。 
送出企業の親会社等に該当しない 
送出企業で事業再編等が実施される場合、事業再編後の企業及びその親会社等に該当しない 
業種指定なし 

対象
労働者

 令和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日 までに 雇用 された県内在住者
離職後に、対象事業主以外に正規雇用されていないこと。 

支給額  離職者 を 正規雇用 した 受入企業 に 対 し １ 人 あたり ３０ 万円 

その他 １年以内の事業主都合の離職があった場合は返還 

　【３０人以上の離職の場合】　現行の国及び県の制度で協調して対応。

　（国）労働移動支援助成金（３０万円）+（県）労働移動受入奨励金（１０万円）＝４０万円

 ３　予算額

　　 正規雇用　３０万円　×　１００人　＝　３０，０００千円

 ４　現行の奨励金制度

　　【鳥取県労働移動受入奨励金】
企業の再編、縮小等に伴う人員削減により離職する労働者を正規雇用した県内企業に対して労働移動受入奨
励金を支給し、県内企業への労働移動を支援し、雇用の維持・安定を図る。

＜支 給 額＞　１人あたり10万円（国助成金の支給がない場合30万円）

＜支給対象＞　奨励金の対象として認められた送出企業の離職者を雇用した県内企業

＜主な要件＞
（１）送出企業（次のいずれかに該当）

事業縮小等により30人以上の離職者を発生させる企業であって、最近３か月間の生産量等が前年同期 
に比べ概ね10％以上減少又は雇用保険の被保険者数の最近３か月の月平均が前年同期に比べて減少し
ている企業
緊急雇用対策会議において奨励金の対象とすることが認められた企業 

（２）受入企業（次のいずれにも該当）
送出企業と経済的に独立し、離職者をハローワーク等の紹介で正規雇用する事業所 
対象者雇入れの日の６か月前～１年経過後の間に事業主都合の解雇がない事業所 
離職後１年以内に、県内に在住する対象離職者を、県内に所在する事業所で正規雇用 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 

 １項 商業費                                       企業支援課（内線７４６８） 

３目 金融対策費                                          （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

企業自立サポート事業(制度金

融費） 
975,846 461,936 1,437,782 92,520  

＜雑入＞ 

369,416 
  

信用保証料負担軽減補助金 669,527 75,776 745,303 75,776      

ト ー タ ル コ ス ト 1,661,900 539,286 2,201,186 (補正に係る主な業務内容) 
制度創設・改正検討、利子補助金交付事務、信用保証協会との
調整、融資相談、企業・市町村との調整等 

従 事 す る 職 員 数 2.1人 0.2人 2.3人 

工程表の政策目標(指標)  資金調達の円滑化（機動的な金融支援）及び再生支援 

事業内容の説明                     【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスによる県内中小事業者等の影響が深刻化していることから、利率や保証料率の引き下げ等を行っている地

域経済変動対策資金（令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響のみ））の融資枠を拡大し、県内中小事業者等

の経営安定化等に資する円滑な資金調達を支援する。 

２ 主な事業内容 

新型コロナウイルス対策向けの地域経済変動対策資金（令和元年度国際経済変動） 

   引き続き融資利用の申込みが増え続けている状況を鑑み、地域経済変動対策資金の新規融資実行枠を 

  ４００億円から８００億円へ増額する。 

＜現行の新型コロナウイルス対策向け資金概要（５／１から拡充）＞  

要件 利率 保証料 備考 

売上高１５％以上減少の 

中小事業者 

当初５年間０％、 

６年目以降1.43％ 

最長１０年間０％ ４年目及び５年目の利率０％～0.7％ 

部分は市町村と折半（0.35％ずつ） 

※「売上高１５％以上減少の中小事業者」以外の利率は以下のとおり（保証料は全て最長１０年間０％） 

  ・売上高５％以上減少の中小事業者→当初５年間0.7％・６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の個人事業主→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の中部地震融資（５年間無利子・無保証料）の借換を行う中小事業者→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

 

   ＜参考（新規融資実行枠）＞                              （単位：億円） 

 全体 うち、地域経済変動対策資金 増額 

当初予算 ４００ ８０       － 

４月補正 ７２０ ４００ ３２０ 

今回補正 １，１２０ ８００ ４００ 

 

 

３ これまでの取組状況、改善点  

＜新型コロナウイルス対策＞ 

R2.1.30 ・地域経済変動対策資金「令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響)」を発動 

      （利率１．４３％、保証料率０．５％程度、融資期間１０年以内、据置期間３年以内） 

   R2.2.14 ・当初５年間の利率を０．７％、保証料を０％へ拡充 

   R2.3.18 ・市町村と協調し、売上高が▲１５％以上減少した事業者の利率を当初３年間無利子へ拡充 

  R2.5.1  ・国制度を活用し、当初５年間無利子、１０年間保証料０％、据置期間最長５年へ拡充 

        ・地域経済変動対策資金の貸出枠を増額（８０億円→４００億円） 

 
 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費  

  １項 農 業 費                                          とっとり農業戦略課（内線：7257） 

   １目 農業総務費                                                        （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）農林水産関係感

染症防止対策環境整備

支援事業 

0 7,000 7,000  7,000    

 

トータルコスト 0 7,787 7,787 （補正に係る主な業務内容） 
制度説明、補助金交付事務 従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標（指標） － 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、県内農林水産業関係団体（ＪＡ、漁協等）が共同利用施設等で行 

う感染予防及び安全な事業継続を行うための感染拡大防止の対策について支援する。 

 
 

２ 主な事業内容 

県内農林水産業関係団体が行う、出荷作業時等における必要な感染予防及び事業継続に必要な感染拡 

大防止等の取組について支援する。 

 

補助対象経費 実施主体 補助率 補助上限額 

選果場や市場等屋内での簡易的かつ緊急的な感染防

止のための消耗品等の購入に要する経費（マスク、消

毒液、フェイスシールド、仕切り用アクリル板等） 

ＪＡ、漁協

等 
県３／４ 

１施設当たり 

２０万円 

 
 

３ これまでの取組状況、改善点 

これから出荷シーズンを迎えるスイカ・梨の選果場等においては、特に細心の注意を払いウイルス感染

及び拡大防止を徹底し、円滑な作業を行う必要がある。 
 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費  

  １項 農 業 費                                            とっとり農業戦略課（内線：7256） 

   １目 農業総務費                                                           （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)農林水産物消費

回復・拡大緊急プロジ

ェクト支援事業 

0 75,000 75,000 75,000    

 

トータルコスト 0 75,787 75,787 （補正に係る主な業務内容） 
農業関係団体等との調整・助言、補助金事務 従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標（指標） － 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い落ち込んだ農林水産物、農水産加工品等の消費回復・拡大に向け、
農林水産業関係団体等が行う販路開拓、新しい生活様式に合わせた新商品開発等の新たな取組を支援し、
県内農林水産物の販売促進を図る。 

 

２ 主な事業内容 

  新商品開発や販路開拓、県産材の非住宅への利用等を支援し、農林水産物、農産加工品、県産材の需 

要回復・拡大を図る。 

 

事業主体 農林水産業関係団体等 

補助率 ２／３ 

補助上限額 5,000 千円 

補助対象事業 

・新しい生活様式に合わせた新商品開発 

・消費回復、拡大に向けた新たな販売促進、販路開拓 

・県産材を使用した非住宅の建築支援 等 

補助対象経費 商品開発費、販路開拓費、機械資材費、委託費など事業実施に係る経費 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

これまで県内農林水産物の販売促進を行ってきているが、今後はじまる新しい生活様式に合わせた改善 

や感染症の再流行への備えなどを進めながら消費回復や拡大に取り組み、経済活動・生産活動の正常化を

図っていく必要がある。 
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６款 農林水産業費 

５項 水 産 業 費                                                     水産課（内線：7316） 

   ２目 水産業振興費                                                         （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）県産水産物学

校給食提供事業 
0 83,755 83,755 83,755    

 

トータルコスト 0 86,116 86,116 （補正に係る主な業務内容） 
県産水産物の学校給食への提供に対する補助及
び魚食普及のための食育活動 従事する職員数 0.0 人 0.3 人 0.3 人 

工程表の政策目標（指標） 漁業経営の安定・所得向上（魚価低迷・消費量減少の解消） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症による外食・宿泊需要の低迷により、本県水産物も魚価が下落している。 

このため、県内小中学校の給食に県産水産物を提供することで、魚価の下支えを行うとともに、県 

内水産物の消費促進を図り、あわせて魚食普及にもつなげる。 

 

２ 主な事業内容  

県内小中学校での給食で県産水産物を使ったメニューを提供し、あわせて食育活動を行うことによ 

り県産魚への理解を深め、魚食普及につなげる。 

 

（１） 学校給食用食材の提供                            

実施主体 市町村等 

事業内容 

県内小中学校への給食食材（県産水産食材）購入費に対する補助 

 ※1人分1回50～100ｇ、8回/年程度・・・季節に応じて魚種を変える 

 ※魚種例：タイ、ハマチ、カレイ類、ベニズワイガニ、アジ等 

 ※メニュー例：フライ、干物、汁等 

補助率 10/10 

予算額 80,000千円 

 

（２） 食育活動                                 

実施主体 県 

事業内容 

食育活動 

 ・魚食普及授業などの開催 

 ・魚食普及冊子制作 

予算額 

3,755千円 

・魚食普及活動に係る経費（1,255千円） 

・魚食普及冊子制作費（2,500千円） 

 

 

 

 

 



10款　教育費

　　１項　教育総務費　 教育環境課、教育センター（内線：７６９８）

　　　　２目　事務局費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

989,880 67,322 1,057,202

5.1人 0.2人 5.3人

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

２　主な事業内容 （単位：千円）

予算額

46,879

12,000

5,200

1,669

65,748

３　これまでの取組状況、改善点

合　計

　令和２年度４月臨時補正予算により、臨時休業時等における学びの環境を整えるため、貸出用モバイルルーターの整備
や遠隔教育用のタブレット端末を整備等し、オンライン授業をはじめＩＣＴを活用した教育活動に取り組んでいる。

遠隔授業等配信用タブ
レット端末

県立学校に教員用タブレット端末を追加整備し、学校休業時等の生徒向け遠隔授業等
の配信や教員のオンライン会議等に活用する。（24校分 240台）

教員のＩＣＴ活用力
アップ

教員研修用端末等を整備し、児童・生徒の１人１台環境を見据えた学校訪問型ＩＣＴ
活用研修や市町村立学校へ一定期間貸し出すことによるＩＣＴ活用授業の試行的実施
により、教員のＩＣＴ活用力向上を図る。（タブレット端末　80台、ルーター　20台）

公立学校情報機器整備
費補助金（都道府県事
務費）

義務教育諸学校児童生徒用端末（タブレット等）の導入に係る事務経費。

工程表の政策目標（指標） 技術革新・高度情報化に対応したＩＣＴ活用教育の推進

　新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業時や分散登校時等においても、全ての子どもたちの学びを保障するた
め、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した教育環境の整備を加速する。

区分 主　な　事　業　内　容

県立高等学校校内ネッ
トワーク整備

県立高等学校において、タブレット端末等を利用した学習に必要なWi-Fi環境を整備
し、生徒が密集することのない複数教室での授業等に活用する。
（24校分　計316箇所）

ト ー タ ル コ ス ト （補正に係る主な業務内容）
情報機器の仕様検討・調整及び発注・契約手続、国及び市
町村との連絡調整等従 事 す る 職 員 数

ＩＣＴ環境整備事業 949,743 65,748 1,015,491 65,748
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事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳

備考



10款　教育費　

　７項　保健体育費　　 体育保健課・高等学校課（内線：７５２６）

　　２目　学校体育振興費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 24,672 24,672

0.0人 0.1人 0.1人

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

２　主な事業内容 （単位：千円）

予算額

20,000

3,885

23,885

３　これまでの取組状況、改善点

ト ー タ ル コ ス ト （補正に係る主な業務内容）
補助金交付決定等、実施希望取りまとめ、委託業務の仕様
検討・入札・契約締結、ネット配信の実施

区分

コロナに打ち勝て！わ
かとり夢の特別大会文
化支援事業

備考

従 事 す る 職 員 数

（新）コロナに打ち勝て！
わかとり夢の特別大会支援
事業

0

計
財　源　内　訳

　例年県から、鳥取県高等学校体育連盟に対して、県高校総体（野球以外のおよそ30競技）の開催に係る補助を行ってお
り、鳥取県高等学校文化連盟に対しても県大会開催経費等の補助を行っている。
　今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で４月末に全国高等総体の中止が決定され、同様に県大会も中止された。
　全国高等学校野球選手権（夏の甲子園）については、５月下旬に本大会及び地方大会の中止が決定された。
　文化部についても、県大会や地区大会が中止となっている。

工程表の政策目標（指標） 　―

　新型コロナウイルス感染症の影響により高等学校の各種スポーツ・文化大会が中止となったことから、高校生の部活動
での挑戦や鍛錬の成果を披露する舞台として開催する本県独自の大会を支援する。

23,885 23,885 23,885

中止となった文化関係の県大会や地区大会の代替として、無観客又は無観客に近い形
で活動成果発表の大会を開催する場合に、インターネット上での生配信を行う。

主　な　事　業　内　容

コロナに打ち勝て！わ
かとり夢の特別大会ス
ポーツ支援事業

全国高等学校総合体育大会や全国高校野球選手権大会の中止が決定されたことに対
し、各実施団体が代替となる全県規模のスポーツ大会を開催する場合に、その開催経
費の一部や大会のインターネットライブ配信経費を支援する。（インターネット配信
は後日の閲覧も検討）
※実施にあたっては、３密をできるだけ回避するなど、新型コロナウイルス感染防止
に配慮したものとする。
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合　計

事　業　名 補正前 補　正



10款　教育費

　　１項　教育総務費 教育環境課（内線：７９４６）

　　　　２目　事務局費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 96,787 96,787

0.0人 0.1人 0.1人

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

２　主な事業内容 （単位：千円）

３　これまでの取組状況、改善点

令和２年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳

備考

〇授業等の教育活動を実施する上で必要な物品の購入等を行う。

ト ー タ ル コ ス ト （補正に係る主な業務内容）
購入物品の仕様作成、調達事務等従 事 す る 職 員 数

（新）県立学校新型コロナ
ウイルス感染症対策等整備
事業

0 96,000 96,000 96,000

○県立学校においては、手洗い等の基本的な感染症対策をはじめ、集団感染リスクの高い３つの条件（密閉、密集、密
接）の防止のため、分散登校や時差登校、分割授業、オンライン授業などを導入し対応している。
○今後、再び県内で感染者が発生することも想定されるため、引き続き予防対策を徹底するとともに、学校現場の課題に
即した対策に取り組む。

〇県立学校における感染予防及び感染者等発生時に必要となる機器等を整備する。
（パーテーション、アクリルスタンド、ゴム手袋、防護用キット 等）

〇県立高校の寄宿舎や体調管理に配慮を要する児童・生徒が在学する特別支援学校において、
　児童・生徒が密集する部屋等に空気清浄機（除菌機能付き）を設置する。

96,000

工程表の政策目標（指標） 　―

　新型コロナウイルス感染症の影響で分散登校等を行っていた学校が通常の教育活動に移行するにあたり、感染症対策の
実施や教育活動を円滑に行うほか、今後の感染拡大に備えるために必要な物品の購入等を行い、対策の徹底を図る。

主　な　事　業　内　容 予算額
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２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７８４１） 

８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）私立学校教育活

動支援事業（新型コロ

ナウイルス対策） 
0 16,500 16,500 16,500    

 

ト ー タ ル コ ス ト － 17,287 17,287 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 
従 事 す る 職 員 数 － 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルスの感染拡大で分散登校等を行っていた学校の本格再開に向け、感染症予防対策や教育

活動を円滑に行うために必要な経費について補助を行う。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象 

県内私立中学校・高等学校設置者（７法人・11校） 

（２）対象経費 

各学校が実施する感染予防対策（消毒液やマスクの購入に係る経費）や家庭学習に必要な教材の購入に

係る経費等。 

（３）負担割合 

国 1/2 、県 1/4 、設置者 1/4 

※国負担分は、国が学校設置者に対して直接補助するため、補正額は県費負担のみ。 
※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 

 
３ これまでの取組、改善点 

   県内の私立中学校・高等学校においては、５月に学校再開し、消毒等による感染予防対策や３つの密を回 
避する取組を実施している。国２次補正により、学校が実施する感染予防対策や家庭学習の支援について、 
補助事業が創設された。 

 
 
 
 

 



10款　教育費

　　１項　教育総務費 教育人材開発課（内線：７９３６）

　　　　２目　事務局費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

２　事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響で増加した教員業務の支援を行う教員業務アシスタントを配置することで、学校にお
ける新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル「学校の新しい生活様式」に対応し、児童生徒等の感染リス
クの低減と学びの保証の両立を図る。

　県内公立学校に教員業務アシスタントを配置し、配置校において以下の業務を行う。

＜配置想定＞
　市町村立学校：１５名、県立学校：８名

＜主な業務内容＞
　１　授業教材準備補助、家庭用教材の印刷、保護者への通知業務補助、給食配膳業務補助
　２　登校時の検温、児童生徒の健康管理にかかる学級担任や養護教諭の補助
　３　校内の清掃・消毒、共用物品の消毒（理科実験用具、体育用具（ボール、マット、鉄棒等）、音楽の楽器、図工の
　　　用具など）
　４　定期的な校内換気、休み時間、登下校時の行動の見守り補助（密にならないように）

（新）教員業務アシスタン
ト配置事業

0 16,574

備考

令和２年度一般会計補正予算説明資料

16,574 16,574

事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳



10款　教育費　

　　１項　教育総務費 高等学校課（内線：７５１７）

　　　　５目　教育振興費　 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 37,671 37,671

0.0人 0.1人 0.1人

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

２　主な事業内容 （単位：千円）

予算額

35,894

990

36,884

３　これまでの取組状況、改善点

合　計

（新）いつでも・どこで
も・学習継続支援事業

令和２年度一般会計補正予算説明資料

備考

　新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業や分散登校等により、オンラインによる課題配信や授業に取り組んで
いるところであるが、学習の遅れを取り戻し、生徒の学びを保障するため、さらなる効果的な学習手段が必要である。

　新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業時や分散登校時等における、学習の遅れを取り戻すとともに当該感染
症の第２波に備え、ＩＣＴを活用した家庭学習を支援し、全ての生徒の学びを保障する。

ト ー タ ル コ ス ト （補正に係る主な業務内容）
オンライン授業動画の視聴が可能なサービス及び、オンライン
授業の字幕作成のための自動文字化翻訳サービスの導入従 事 す る 職 員 数

工程表の政策目標（指標） 　―

36,884

事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳

区分 主　な　事　業　内　容

オンライン授業動画視
聴サービス利用料

県立高等学校の生徒が、パソコンやスマートフォン等の端末を活用し、学校や家庭な
どで場所や時間を選ばず、オンラインで各科目の授業動画が視聴可能なサービスの利
用を可能にする。

音声の自動文字化・翻
訳サービス利用料

県立高等学校が実施するオンライン授業で通信不良等により音声が聞こえなかった場
合等に対応するため、音声文字おこし及び翻訳が可能なサービスを導入する。

0 36,884 36,884



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ２項 企画費                        総合教育推進課（内線：７８１４） 
２目 計画調査費                              （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

公立大学法人公立

鳥取環境大学運営

費交付金等事業  
531,550 12,340 543,890 12,340    

 

トータルコスト 540,207 13,127 553,334 （補正に係る主な業務内容） 
運営費交付金事務 従事する職員数 1.1人 0.1人 1.2人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、経済的困難な状況に陥っている学生の授業料負担の軽減を

図り、修学の継続を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

  公立鳥取環境大学が新たに設ける減免制度に必要な経費について運営費交付金を支給する。 

【環境大学が創設する減免制度（想定）】 

（１）対象者 

   令和２年度在校生（新入生含む）で新型コロナの影響により授業料等の支払いが困難になる者のうち、

高等教育の修学支援新制度等の授業料減免対象者（ただし、全額免除の対象者は除く。）、若しくは、学

生支援緊急給付金給付事業の支給対象者     

（２）減免額     

   授業料の1/3に相当する金額        

（３）負担者・割合 

   設置者  10/10（県1/2、鳥取市1/2）   

   ※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方 

    創生臨時交付金を充当 

 

 

 

 

 

３ これまでの取組、改善点 

   令和２年４月から高等教育の修学支援新制度による授業料減免制度が開始されたが、新型コロナウイルス 

感染症の影響を受けた学生への対応については、令和２年４月補正で、公立鳥取環境大学における家計急変 

に係る授業料減免に必要な経費を予算計上したところである。 

  また、アルバイト収入の減少等により学生生活の継続に支障を来たす学生を対象に学生支援緊急給付金給 

付事業が創設（令和２年５月19日閣議決定）された。 
 
 
 
 

 

【イメージ図】 



令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費 

  １項 総務管理費                      総合教育推進課（内線：７８１４） 
８目 私立学校振興費                            （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

私立学校教育振興

補助金 1,910,081 30,610 1,940,691 30,610    

 

トータルコスト 1,915,590 31,397 1,946,987 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 
従事する職員数 0.7人 0.1人 0.8人 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、経済的困難な状況に陥っている県内私立専門学校の学生を

支援するため、県内私立専門学校が独自に授業料等の減免を行う場合の経費について支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象 

県内私立専門学校設置者 

（２）対象経費 

令和２年度在校生（新入生含む）で新型コロナの影響により授業料等の支払いが困難になる者のうち、

高等教育の修学支援新制度等の授業料減免対象者（ただし、全額免除の対象者は除く。）、若しくは、学生

支援緊急給付金給付事業の支給対象者に対して、独自に授業料及びその他納付金の減免を行う場合の経費 

（３）負担割合 

国 1/2 、県 1/6 、設置者 1/3 

   ※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 
 
３ これまでの取組、改善点 

   令和２年４月から国の高等教育修学支援新制度による授業料減免制度が開始されており、５月には、新た 

に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるアルバイト収入の減少等により学生生活の継続に支障を来 

たす学生を対象として学生支援緊急給付金給付事業が創設（令和２年５月19日閣議決定）された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 







令和２年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  長寿社会課 （ 内線 ： ７１７８ ）
　　４目　老人福祉費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<11,500>
 （新）地域介
護・福祉空間
整備等施設整
備交付金

0 69,252 69,252  46,168 23,000 84県費負担
11,584

 トータルコスト 0 70,039 70,039（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人申請書類の審査、交付決定、補助金の支払等
 工程表の政策目標
（指標）

事業内容の説明

 １　事業の目的・概要

　地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用し、都道府県計画に基づき、介護施設等における非常用自家
発電設備の整備を促進するための支援を行う。

 ２　主な事業内容

（１）内容
　高齢者施設等が、災害による停電時に施設機能を維持するための電力を確保できるよう、非常用自家発電設
備の整備に要する経費を支援する。

　　ア　対象施設　　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等
　　イ　補助率　　　3／4
　　ウ　補助上限額　なし（下限額　事業費500万円／施設）
（２）負担割合　　　国：1／2、県：1／4、事業者：1／4
（３）予算額

　（単位：千円）
補助対象施設 施設数 事業費 補助率 予算額

特別養護老人ホーム 2 42,735 32,051
介護老人保健施設 2 49,602 37,201

計 4 92,337

3／4

69,252

　　 

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。




